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  地方自治法第２３３条第２項の規定により、令和４年度一般会計・特別会計 

 

（公営企業会計を除く。）の歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類を 

 

審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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  （凡  例 ）  

 １ 文中及び各表中 

  ① 「執行率」と表示のあるものは、予算現額に対する歳入決算額（収入済額） 

   又は歳出決算額（支出済額）の割合である。 

   〔執行率＝歳入・歳出決算額（収入・支出済額）／予算現額×100〕 

  ② 「収入率」と表示のあるものは、調定額に対する歳入決算額（収入済額） 

   の割合である。 

   〔収入率＝歳入決算額（収入済額）／調定額×100〕 

  ③ 「不用率」と表示のあるものは、予算現額に対する不用額の割合である。 

   〔不用率＝不用額／予算現額×100〕 

 ２ 文中及び各表中で用いる金額は、原則として円単位で表示しているが、一部

については千円単位としている。 

 ３ 文中及び各表中で用いる比率は、原則として表示単位未満を四捨五入してい 

  る。このため、合計と内訳の計又は差引きとが、一致しない場合がある。 

 ４ 各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

 △  ················ 減少、低下又はマイナスを表す。 
 

  ０又は0.0 ········· ０又は該当数値はあるが表示単位未満のものを表す。 

 

  －  ················ 該当数値のないものを表す。 
 

 



令和 4 年度明石市一般会計・特別会計歳入歳出決算 

審査意見 

第１ 審査の対象 

１ 一般会計及び特別会計 

令和4年度  明石市一般会計歳入歳出決算 

同 明石市葬祭事業特別会計歳入歳出決算 

同 明石市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

同 明石市財産区特別会計歳入歳出決算 

同 明石市公共用地取得事業特別会計歳入歳出決算 

同 明石市石ヶ谷墓園整備事業特別会計歳入歳出決算 

同 明石市地方卸売市場事業特別会計歳入歳出決算 

同    明石市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

同    明石市土地区画整理事業清算金特別会計歳入歳出決算 

同    明石市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

同    明石市病院事業債管理特別会計歳入歳出決算 

同    明石市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出 

決算 

２ 附属書類 

歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書

及び証書類 

第２ 審査の期間 

令和 5 年 7 月 12 日から令和 5 年 8 月 22 日まで 

第３ 審査の方法 

審査に当たっては、地方自治法(以下｢法｣という。)第 233 条第 1 項及び法

施行令第 166 条第 2 項の規定に基づく歳入歳出決算及び決算附属書類が法令

に準拠して作成されているか、予算の執行が適正に行われているかについて、

計数の点検・分析、関係諸帳簿との照合、関係職員に対する質問等の審査の

実施手続を用いた。 

なお、当年度に係る定期監査及び例月出納検査の結果をも参考にして、慎

重に審査した。 
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第４ 審査の結果 

審査に付された歳入歳出決算及び決算附属書類は、法令に準拠して作成さ

れ、その計数は正確であると認められた。また、予算はその目的に沿って、

おおむね適正に執行されているものと認められた。 

決算の概要とそれらに対する審査意見は、次のとおりである。 

１ 決算の概要 

令和 4 年度各会計の決算において、剰余金を計上し決算されたものは、 

一般会計をはじめ、国民健康保険事業、財産区、公共用地取得事業、石ヶ谷

墓園整備事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業及び母子父子寡婦福祉資

金貸付事業の 7 特別会計であり、一方、いわゆる赤字決算となった会計は、

土地区画整理事業清算金である。 

葬祭事業、地方卸売市場事業及び病院事業債管理の 3 特別会計は、剰余金

を計上せず決算されている。 

⑴ 決算規模

令和 4 年度の一般会計と特別会計とを合わせた決算額は、歳入 1,944 億

8,722 万 4,904 円、歳出 1,862 億 5,731 万 5,702 円となっており、決算規模

を前年度と比較すると、次表のとおりである。

区 分 令和4年度 令和3年度 増  減  額 増 減 率

一 般 会 計 126,817,318,255  130,138,087,366  △3,320,769,111 △2.6

特 別 会 計 67,669,906,649  65,515,677,795  2,154,228,854 3.3  

合 計 194,487,224,904  195,653,765,161  △1,166,540,257 △0.6

一般会計及び特別会計決算状況の比較

歳　　　入　　　決　　　算　　　額

（単位:円、％）

区 分 令和4年度 令和3年度 増  減  額 増 減 率

一 般 会 計 125,855,893,297  127,960,648,303  △2,104,755,006 △1.6

特 別 会 計 60,401,422,405  59,315,832,274  1,085,590,131 1.8  

合 計 186,257,315,702  187,276,480,577  △1,019,164,875 △0.5

歳　　　出　　　決　　　算　　　額

（単位:円、％）
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⑵ 決算収支 

令和 4 年度各会計の総決算をみると 

予 算 現 額 2,061億 8,119万 8,000円 

歳 入 決 算 額 1,944億 8,722万 4,904円 

歳 出 決 算 額 1,862億 5,731万 5,702円 

歳入歳出差引残額 0, 82億 2,990万 9,202円 

となっている。 

なお、令和 5 年 5 月 31 日(出納閉鎖日)現在の現金等保有高(会計管理者保

管)は、319 億 6,551 万 6,823 円で、これから令和 4 年度歳計現金以外の現

金等 237 億 3,560 万 7,621 円を差し引くと 82 億 2,990 万 9,202 円となり、

当年度の歳入歳出差引残額と現金等保有高は合致している。 

令和 4 年度の一般会計及び特別会計決算収支は、次表のとおりである。  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（単位:円）

歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額
形 式 収 支 額

（ Ａ ） － （ Ｂ ）
翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 財 源

実 質 収 支 額

（ Ｃ ） － （ Ｄ ）
前 年 度 実 質 収 支 額 単 年 度 収 支 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｅ）－（Ｆ）

126,817,318,255      125,855,893,297      961,424,958        245,738,000     715,686,958       1,273,631,063     △557,944,105       

葬 祭 事 業 504,849,703           504,849,703           0                      0                   0                     0                      0                        

国 民 健 康 保 険 事 業 29,067,857,997       29,045,699,974       22,158,023         0                   22,158,023        15,694,271         6,463,752             

財 産 区 7,307,165,000         752,161,905           6,555,003,095     0                   6,555,003,095    5,509,373,542     1,045,629,553       

公 共 用 地 取 得 事 業 610,978,790           610,930,790           48,000               48,000            0                     0                      0                        

石 ヶ 谷 墓 園 整 備 事 業 393,706,365           64,580,407             329,125,958        0                   329,125,958       319,943,669        9,182,289             

地 方 卸 売 市 場 事 業 39,244,051             39,244,051             0                      0                   0                     0                      0                        

介 護 保 険 事 業 24,528,437,930       24,188,320,502       340,117,428        0                   340,117,428       323,197,506        16,919,922           

土地区画整理事業清算金 23,307,301             26,229,433             △2,922,132        0                   △2,922,132       - △2,922,132          

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,447,079,556         4,436,405,877         10,673,679         0                   10,673,679        4,930,898           5,742,781             

病 院 事 業 債 管 理 714,836,132           714,836,132           0                      0                   0                     0                      0                        

母子父子寡婦福祉資金

貸 付 事 業
32,443,824             18,163,631             14,280,193         0                   14,280,193        26,666,635         △12,386,442        

67,669,906,649       60,401,422,405       7,268,484,244     48,000            7,268,436,244    6,199,806,521     1,068,629,723       

187,180,059,904      185,505,153,797      1,674,906,107     245,786,000     1,429,120,107    1,964,064,042     △534,943,935       

194,487,224,904      186,257,315,702      8,229,909,202     245,786,000     7,984,123,202    7,473,437,584     510,685,618          

一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 収 支 状 況

財 産 区 を 含 む 合 計

特

別

会

計

区 分

一      般      会      計

小        　  　計

財 産 区 を 除 く 合 計
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      当年度の一般会計及び特別会計の実質収支を前年度と比較すると、次表の

とおりである。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実質収支は、一般会計・特別会計を合わせて 79 億 8,412 万 3,202 円の黒

字を計上し、決算されている。また、財産区を除く実質収支では、14 億

2,912 万 107 円の黒字となっている｡ 

 一般会計と特別会計とを合わせた当年度の単年度収支を前年度と比較して

みると下記のとおりで、単年度収支については令和 2 年度以来 2 年ぶりの黒

字となっている。 

  

                     令和 4 年度       令和 3 年度 

●●●●実質収支額●●●(A)   79 億 8,412 万 3,202 円●  74 億 7,343 万 7,584 円 

●●●  前年度実質収支額(B)   74 億 7,343 万 7,584 円●  82 億 8,408 万 2,131 円 

●●●●単年度収支額(A)-(B)   5 億 1,068 万 5,618 円●△ 8 億 1,064 万 4,547 円  

 

（単位:円、％）

令 和 4 年 度 令 和 3 年 度 増 減 額 増 減 率

715,686,958      1,273,631,063   △557,944,105     △43.8   

葬 祭 事 業 0                     0                     0                       0.0        

国 民 健 康 保 険 事 業 22,158,023       15,694,271       6,463,752            41.2      

財 産 区 6,555,003,095   5,509,373,542   1,045,629,553      19.0      

公 共 用 地 取 得 事 業 0                     0                     0                       0.0        

石 ヶ 谷 墓 園 整 備 事 業 329,125,958      319,943,669      9,182,289            2.9        

地 方 卸 売 市 場 事 業 0                     0                     0                       0.0        

介 護 保 険 事 業 340,117,428      323,197,506      16,919,922          5.2        

土 地 区 画 整 理 事 業 清 算 金 △2,922,132      - △2,922,132         -

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 10,673,679       4,930,898         5,742,781            116.5     

病 院 事 業 債 管 理 0                     0                     0                       0.0        

母子父子寡婦福祉資金貸付
事 業

14,280,193       26,666,635       △12,386,442       △46.4   

7,268,436,244   6,199,806,521   1,068,629,723      17.2      

1,429,120,107   1,964,064,042   △534,943,935     △27.2   

7,984,123,202   7,473,437,584   510,685,618        6.8        

区 分

          実　質  収  支  の  比  較 

財 産 区 を 含 む 合 計

一      般      会      計

小        　  　計

財 産 区 を 除 く 合 計

特
 
 

別
 
 

会
 
 

計
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一般会計の財政規模の推移は、次表のとおりである。 

 

     当年度は、前年度に比べ予算現額で 1.4％、歳入決算額で 2.6％、歳出決

算額で 1.6％それぞれ減少している。平成 28 年度から 7 年連続で歳入決算

額及び歳出決算額ともに 1,000 億円を超えている。 

 

また、特別会計の財政規模の推移は、次表のとおりである。 

 

 

当年度は、前年度に比べ予算現額で 4.0％、歳入決算額で 3.3％、歳出決

算額で 1.8％それぞれ増加している。 

 

 

区 分 予 算 現 額
対 前年 度
増 減 率

歳 入 決 算 額
対 前 年度
増 減 率

歳 出 決 算 額
対前 年度
増 減 率

平成 30 年 度 69,068,160,000     △4.1      68,058,607,151     △4.7      60,206,290,338     △0.5      

令和 元 年 度 66,900,637,000     △3.1      65,129,367,400     △4.3      58,221,627,989     △3.3      

令 和 2 年 度 67,468,567,000     0.8          64,631,258,873     △0.8      58,070,685,044     △0.3      

令 和 3 年 度 68,017,539,000     0.8          65,515,677,795     1.4          59,315,832,274     2.1          

令 和 4 年 度 70,770,760,000     4.0          67,669,906,649     3.3          60,401,422,405     1.8          

特 別 会 計 財 政 規 模 の 推 移

（単位:円、％）

区 分 予 算 現 額
対 前 年 度
増 減 率

歳 入 決 算 額
対 前 年 度
増 減 率

歳 出 決 算 額
対 前 年 度
増 減 率

平 成 30 年 度 113,954,618,000   5.9          109,865,639,131   7.1          109,211,227,058   7.2          

令 和 元 年 度 113,645,400,000   △0.3      106,212,244,198   △3.3      105,778,219,195   △3.1      

令 和 2 年 度 154,284,146,000   35.8        147,137,037,328   38.5        145,201,760,026   37.3        

令 和 3 年 度 137,351,537,000   △11.0     130,138,087,366   △11.6     127,960,648,303   △11.9     

令 和 4 年 度 135,410,438,000   △1.4      126,817,318,255   △2.6      125,855,893,297   △1.6      

一 般 会 計 財 政 規 模 の 推 移

（単位:円、％）
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⑶ 財政指標 

普通会計※1における過去 3 か年の財政指標の推移をみると、次表のとおり

である。  

※1 普通会計とは、一般会計と葬祭事業・公共用地取得事業・石ヶ谷墓園整備事業・土地区画整

理事業清算金・母子父子寡婦福祉資金貸付事業の特別会計をいう。（令和 2 年度は公共用地

取得事業及び土地区画整理事業清算金を、令和 3 年度は土地区画整理事業清算金を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   注 1：総務局財務室提出資料による。 

   注 2：標準財政規模には臨時財政対策債発行可能額が含まれている。 

   注 3：類似団体は、市町を類型化したもので、令和 3 年度決算で、本市の類型である「中核市」としては、

次の 62 市である。 

     函館市、旭川市、青森市、八戸市、盛岡市、秋田市、山形市、福島市、郡山市、いわき市、水戸市、

宇都宮市、前橋市、高崎市、川越市、川口市、越谷市、船橋市、柏市、八王子市、横須賀市、富山市、

金沢市、福井市、甲府市、長野市、松本市、岐阜市、豊橋市、一宮市、岡崎市、豊田市、大津市、豊

中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市、東大阪市、姫路市、尼崎市、明石市、西宮市、

奈良市、和歌山市、鳥取市、松江市、倉敷市、呉市、福山市、下関市、高松市、松山市、高知市、久

留米市、長崎市、佐世保市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市     

令和2年度 令和3年度 令和4年度 算　　　　式

                  基準財政収入額

単年度財政力指数     　　　　　　　の

                  基準財政需要額

直近３年度間の平均値

 経常経費充当一般財源

 　　　　　　　　　　  ×　１００

102.7 98.2 98.3

   経常一般財源総額

　 公債費充当一般財源

        　　   　　　　　　×　１００

　　　一般財源総額

　財政基金＋減債基金＋その他特定目的基金

　　　　　標　準　財　政　規　模

類似団体 27.1 29.9 - 　　×　１００

 イ　経 常 収 支 比 率  ％

財　　政　　指　　標　　の　　推　　移

　分 　析　 項　 目

 ア　財　政　力　指　数 0.78 0.76 0.74

94.4

類似団体 0.80 0.78 -

94.2 91.5 94.1

類似団体
92.7 88.7 -

98.0

14.7
 ウ　公 債 費 負 担 比 率　 ％

-

 エ　基 金 残 高 比 率　 ％

14.7 14.8

　下段は､減収補てん債特例分、

　猶予特例債及び臨時財政対策債

　を経常一般財源から除いた場合

　の比率である。

類似団体 13.4 13.0 -

22.9 22.6 23.2

6



 

ア 財政力指数 

地方公共団体の財政力を評価するために用いられるもので、この数値が

｢１｣に近いほど財政力が強く、｢１｣を超える団体は財源に余裕があり、普通

交付税が交付されない団体であることを示している。 

当年度は 0.74 で、前年度に比べ 0.02 ポイント低下し、悪化しており、依

然として地方交付税への依存度が高い状況となっている。 

 

イ 経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す指標で、市税、地方交付税、地方消費税交付金な

どの経常一般財源収入が、人件費、扶助費、公債費など、毎年継続して固定

的に支出される経費である経常経費に充当される割合を示す値であり、この

比率が低いほど経常財源に余裕があるとされているが、逆に 100％に近づく

ほど臨時の財政需要に充てることができる財源に余裕がなくなり、財政が硬

直化していることを意味する。 

当年度は 94.1％で、前年度に比べ 2.6 ポイント上昇し、悪化している。 

 

ウ 公債費負担比率 

一般財源総額のうち、公債費に充当された一般財源が、一般財源総額に対

して、どの程度の割合となっているかを示すものであり、公債費がどの程度

一般財源の使途の自由度を制約しているかをみる指標である。 

当年度は 14.7％で、前年度に比べ 0.1 ポイント低下し、改善している。 

        

エ 基金残高比率 

長期的な財政運営の安定化に資する基金残高の標準財政規模に対する比率

で、財政運営の堅実性を示す指標である。 

当年度は 23.2％で、前年度に比べ 0.6 ポイント上昇し、改善している。 
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⑷ 市債、債務負担行為及び基金 

財政状況をみるには、単年度限りの収支状況だけではなく、市債や債務

負担行為のように将来にわたって財政負担となるものについて留意しなけ

ればならない。また、財政基金などの積立金のように年度間の財源調整を

図り、将来における弾力的な財政運営に資するために財源を留保するもの

についても把握する必要がある。 

当年度の一般会計と特別会計とを合わせた市債現在高は、1,167 億 4,860

万 1,824 円で、前年度に比べ 37 億 1,698 万 7,353 円(3.1％)減少している。 

債務負担行為の翌年度以降支出予定額は、211 億 7,510 万 8 千円で、前年

度に比べ 13 億 7,337 万 9 千円(6.1％)減少している。 

また、令和 5 年 5 月 31 日現在の財政基金、減債基金及び特別会計等財政

健全化基金の残高は、118 億 9,924 万 4,826 円で、前年度同日に比べ 1 億

6,234 万 4,738 円(1.3％)減少している。 

一般会計及び特別会計市債現在高並びに財政基金、減債基金及び特別会計

等財政健全化基金現在高の推移は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注 上記のグラフは各年度の出納閉鎖期日である 5 月 31 日時点での現在高を表示している。平成 28

年度以降の特別会計市債現在高が減少しているのは、平成 28 年 4 月 1 日に下水道事業が特別会計

から地方公営企業会計に移行したことによる。 
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